














































































































































































各判例法理の展開を分析した結果、BAG は、少なくとも社会的実力に関する 2004 年の
BAG 決定（いわゆる UFO 決定）まで、協約自治の実質的な秩序は、労働者を統一的に組
織した大規模な産業別組合により実現されるべきであると解していたことが明らかとなっ
た（統一的な労働組合モデル）。 
しかし、2004年の UFO決定に始まり、同じく社会的実力に関する 2006年の BAG決定




































































































使用者により一方的に作成・変更される就業規則（労働契約法 9 条、10 条参照）とは異な
り、労働者の集団的意思を媒介とした「共同決定」の所産であることを理由に、就業規則
には認められない高度の「適正さの保障」（Richtigkeitsgewähr）が付与されている。この
「適正さの保障」は、就業規則には「合理性」（労働契約法 10条）を満たす場合に限り「例
外的に」労働条件の不利益変更が認められるのに対して、労働協約は原則として有効にこ
れをなしうる点に、端的に表現されている。現行の判例法理によれば、労働協約による労
働条件の不利益変更が無効となるのは、労働協約が締結されるに至った経緯、使用者の経
営状況、変更後の基準の全体としての合理性に照らして「同協約が特定の又は一部の組合
員を殊更不利益に取り扱うことを目的として締結されたなど労働組合の目的を逸脱して締
結された」場合のみである。 
しかし、労働協約の「適正さの保障」が、それが労働者の集団的意思を媒介とした「共
同決定」の所産である点、すなわち「使用者側に協約の交渉・締結を余儀なくさせる程の
圧力を行使することで、実質的な交渉を経た、使用者側の押し付けでない労働協約である」
点に求められるのであれば、労働協約の無効を「同協約が特定の又は一部の組合員を殊更
不利益に取り扱うことを目的として締結された」場合に限定する必要はない。むしろ、協
約自治が実質的に機能しない状況下で締結された労働協約も、その効力が否定されるべき
である。 
そこで、①団体の貫徹力、②組織的な履行能力、③協約交渉の具体的な過程、④締結さ
れた労働協約の内容などの要素を総合的に考慮し、問題となる労働協約が、見せかけの労
働協約（労働組合としての外形を整えるためだけに締結された労働協約）、追従労働協約（も
っぱら使用者側の利益を図る目的で締結された労働協約）、使用者側からの押し付けの労働
協約であると認められる場合には、協約規範設定権限の濫用として、当該協約の効力を否
定するべきである。協約規範設定権限の濫用は、「労働組合の目的を逸脱」したものである
と解することにより、判例法理との整合を取ることも可能であると思われる。 
日独の労働組合の実態と協約法制の相違を踏まえた場合、わが国において、協約規範設
定権限の濫用という観点から労働協約の内容審査を導入する必要性は高いと解される。前
述のように、ドイツ法を参考にした自主性要件の厳格化が日本の労働組合の実態と協約法
制に適合的でない可能性がある一方で、わが国の労働協約が標準的労働条件を設定する機
 9 
能を営む（それゆえ、特約がない限り、日本の労働協約に有利原則は妥当せず、労働協約
は両面的拘束力を有するという理解が一般的である）ことは、むしろドイツよりも強く、
協約規範設定権限の濫用を排除することを要請するものであると言えるからである。 
 
